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することは日本周辺の地震活動の監視にも繋がるこ

とになります。 

 特定非営利活動法人産業防災研究所の設立に踏

み切った動機は、まず上記の問題に関する大学で

の研究の成果を社会に実装して行くことが必要と

思われたからです。またこの活動を推進、拡大

し、社会に広く深く貢献していくためには、団体

として法人格を取得し、事業活動できることが不

可欠となっております。加えて種々の契約締結な

どで法的主体たりうることが活動を継続的に実施

するためにも必要不可欠です。 

 この法人は、船舶・海洋構造物からの有害物質

の流出に対する防災や大規模な自然災害に伴う産

業災害に対する防災や海底活断層から湧出するメ

タンガスの定期的なモニタリングによる地盤活動

監視に関する科学技術研究およびその支援業務や

コンサルティングなどの事業を行うことにより、

船舶・海洋構造物からの有害物質の流出による災

害、大規模な自然災害に伴う大規模工業地帯の災

害、海底活断層の活動による自然災害などから社

会が被る影響の低減ひいては安心・安全な社会の

構築に寄与することを目指します。 

 創刊の運びとなったこのNewsletterですが、会

員向けの情報はもちろんのこと、行政、自治体、

大学、企業、市民の協力を得て、産業防災に関す

る情報を掲載していきます。また私たちが主催・

共催したシンポジウムの概要をこのNewsletterで

掲載します。今のところ、関係者にメールで送付

す る こ と や、当 法 人 の ホ ー ム ペ ー ジ 上 に

Newsletterを掲載することを考えており、多くの

方々に読んで頂きたいと思っております。 

特定非営利活動法人設立までの経緯 

2016年2月8日  設立総会 

2016年5月25日 設立承認   

特定非営利活動法人産業防災研究所の設立とNewsletter創刊にあたって  

  過去、大地震によって何度も石油コンビナート

の被害が発生しています。その被害は、地震由来

のものと津波由来のものに分けられ、地震由来の

ものとして、石油タンクの座屈、地盤の液状化、

スロッシング現象などによる石油タンクからの油

流出と油火災の発生、高圧ガスの爆発、津波由来

のものとして、石油タンクの流出と油流出、防油

堤やタンク基礎の周辺の洗掘、配管類の破損と油

流出、津波火災が発生しました。特に、東日本大

震災では、大規模な津波によって油貯蔵施設から

大量の油が流出し、津波火災を拡大し、気仙沼市

街地は全焼しました。今後、南海トラフ大地震と

それに伴う津波の発生が予測され、大規模工業地

帯への災害とそれに伴う油類の流出が懸念されて

います。このような大規模な地震・津波による大

規模工業地帯への災害とそれに伴う油類の流出の

危険性を洗い出し、その減災対策を取ることは緊

急の課題です。 

 タンカーの衝突・座礁や深海底油田掘削施設の

事故による重油・ガスの流出事故が頻発していま

す。海面に流出した重油は、波により水と混ざり

エマルジョン化・高粘度化し、沿岸に漂着すると

残存性が高くなる。この状態になると、自然環境

に大きなダメージを与え、その回復には多大な時

間と人手が必要となります。また地域経済に大き

な影響と損失をもたらします。また、海底石油生

産システムにおける事故や活発な地震活動や海底

地滑りにより、ガスが噴出すると、航行船舶や航

空機、また自然環境に重大な被害をもたらしま

す。 

 日本列島のまわりには多くの海底活断層があ

り、その地盤活動を監視する方法として、海底活

断層からのメタンガスの定期的なモニタリングが

あります。その定期的なモニタリング技術を確立  



おける防災・減災対策（粘り強い構造の防波堤

の整備、港湾を核とする臨海部防災拠点の形

成、コンビナート港湾の強靭化、国が航路啓開

する緊急確保航路の指定、港湾広域防災協議会

を通じた災害時の港湾機能維持、災害発生時に

おける緊急的な応急対策業務に関する包括的協

定）の説明がありました。 

 二番目の講演は、「大阪府石油コンビナート

等防災計画の改訂(平成28年3月)について」とい

う題目で、大阪府政策企画部危機管理室消防保

安課 参事の浅井 敏彦氏から、大阪府石油コ

ンビナート等防災計画の改訂(平成28年3月)の背

景・経過、計画改訂のポイント、今後の予定に

ついて、説明がありました。改訂は、災害想定

の追加（高圧ガスタンク（可燃性）と地盤の液

状化による側方流動）、防災・減災対策の充

実・強化（事業所のための津波避難、計画の進

行管理の仕組み）について行われた。特に、計

画の進行管理の仕組みは、大阪府防災本部が、

特定事業所の設備改修計画の取り纏め、毎年、

進捗状況を把握し、公表、解題抽出の実施、次

期計画に向けた重点対策の検討を扱っていま

す。 

 三番目の講演は、「石油コンビナート防災研

究イニシアティブー大阪大学の取り組みー」と

いう題目で、大阪大学大学院工学研究科教授

で、大阪大学「石油コンビナート防災研究イニ

シアティブ」代表の青木伸一氏から、大阪大学

の連携型融合研究組織「石油コンビナート防災

2016年8月2日 特定非営利活動法人産業防災研究所 設立記念シンポジウム 報告 

2016年8月2日に大阪大学中之島センターにて、特定非営利活動法人産業防災研究所と大阪大学大学院

工学研究科「石油コンビナート防災研究イニシアティブ」の共催で、南海トラフ大地震と津波による

大阪湾沿岸の石油コンビナートの災害が及ぼす大阪湾全体の安全について、行政、自治体、研究機

関、大学、企業の立場から議論し、その課題を解決するための包括的な枠組みの構築に向けた道筋を

探るシンポジウム「大阪湾沿岸域の安全をどう守るか」を開催しました。 

東日本大震災では、石油コンビナートの施設

が大きな被害を受けました。特に、大規模な津

波によって油貯蔵施設から大量の油が流出し、

津波火災を拡大し、気仙沼市街地は全焼しまし

た。今後、南海トラフ大地震とそれに伴う津波

の発生が予測され、大規模工業地帯への災害と

それに伴う油類の流出が懸念されています。 

この問題は社会への影響が大きいにもかかわ

らず、分野が多岐に渡ることや分野間の考え方

の違いから、これまで総合的に扱われてきませ

んでした。このシンポジウムでは、この問題に

対して大阪湾ではどのような具体的な解決策が

あるのかを、各分野の取り組みを紹介して頂

き、総合的に議論することを目的としました。 

シンポジウムでは、9人の方に講演をお願い

し、最後に、パネルディスカッション「大阪湾

沿岸域の安全を考える」を設けました。 

 

 最初の講演は、「港湾行政における防災・減

災対策」という題目で、国土交通省・近畿地方

整備局 ・港湾空港部部長の稲田雅裕氏から、

三大湾の港湾の経済の面からの重要性、国土強

靱化基本法に基づく国土強靱化に向けた港湾に    



 六番目の講演は、「SIP大規模実証実験等に

基づく液状化対策技術の研究開発の現状」とい

う題目で、国立研究開発法人 海上・港湾・航

空技術研究所 港湾空港技術研究所 上級専任

研究員の菅野高弘氏から、内閣府の戦略的イノ

ベーション創造プログラムの中の「レジリエン

トな防災・減災機能の強化」で行われている大

規模実証実験等に基づく液状化対策技術の研究

開発について、４つの研究開発項目（①地盤探

査、液状化判定および液状化対策技術開発、②

耐震診断システムの構築、③統合的な防災性向

上技術の高度化、④E-ディフェンスを活用した

検証実験）について詳細な説明があり、社会実

装を目指した研究開発計画の進め方の説明があ

りました。 

 七番目の講演は、「大阪府地域防災計画と

災害時輸送」という題目で、国立研究開発法人 

海上・港湾・航空技術研究所 海上技術安全研

究所 運航・物流系 物流研究グループ長の間

島隆博氏から、災害時における物資輸送の体制

について、大阪府地域防災計画を取り上げ、3

か所の広域防災拠点を中心とした物資輸送の説

明がありました。その後、過去の大震災災害時

における輸送体制の変化について言及し、必ず

しも計画通りに機能しない場合、輸送体制の評

価や輸送量の進展の度合いを決定する要素の発

見を目的として開発した災害時物資輸送シミュ

レータの開発の説明がありました。これを用い

て、南海トラフ地震を想定したシミュレーショ

ンを実施し、場所によって、陸路輸送と海上輸

送の輸送量の関係が逆転することが説明されま

した。 

 八番目の講演は、「堺泉北港における大型

危険物積載船の津波減災への取組みについて」

という題目で、海上保安庁・第五管区海上保安

本部・堺海上保安署署長 渡辺 博史氏から、   

  

研究イニシアティブ」の研究内容の紹介（石油

タンクのスロッシング、石油タンクに及ぼす流

体力、津波伝播と流出油拡散、タンクからの熱

放射とガス拡散、AISを用いた海上船舶の漂流・

航行・沖待ち、フレキシブルパイプによる遡上

津波の減勢、盛土による津波侵入の防止・低

減）、市民との交流会、石油コンビナートの防

災の問題点について、説明がありました。特

に、レベル2の大規模地震・津波による被害に対

する企業の責任が明確でないことが指摘されま

した。 

 四番目の講演は、」最近の高圧ガス保安行政

の動向」という題目で、経済産業省・商務流通

保安グループ・保安課・高圧ガス保安室室長の

高橋正和様から、高圧ガス設備の最新の耐震基

準（レベル2地震動を含む）への適合義務、最近

の重大事故の原因・背景の分析（リスクアセス

メントの内容・程度の不十分さ、人材育成・技

術伝承の不十分さ、情報共有・伝達の不足や安

全への取組の形骸化）、IoT、ビッグデータ等を

活⽤した現場の⾃主保安⼒を⾼めていくプラン

トのスマート化の動き、三つの方針（新認定事

業所制度の創設を含む⾃主保安の⾼度化を促す

制度、国内規格、国際規格の取り入れを含む新

技術等への対応の円滑化、安全レベルの維持・

向上を前提としたコストの合理化）による⾼圧

ガス保安規制の⾒直しについて、説明がありま

した。 

 五番目の講演は、「わが国における石油タン

クの地震・津波被害」という題目で、総務省・

消防庁消防研究センター・施設等災害研究室室

長の畑山健氏から、石油タンクの地震被害の中

で、短周期震動によるタンク本体の被害と石油

の大量流出、長周期震動による石油タンクのス

ロッシングとタンク火災・浮き屋根沈没、東日

本大震災における石油タンクの津波被害と石油

の大量流出について、説明がありました。    



  講演のあと、「大阪湾沿岸域の安全を考え

る」をテーマに、当法人の理事長の加藤直三が

コーディネータを務め、講演頂いた講演者のう

ち、稲田雅裕氏、青木伸一氏、畑山健氏、菅野

高弘氏、間島隆博氏、前田裕二氏にパネリスト

になって頂き、パネルディスカッションを持ち

ました。コーディネータから、大阪湾沿岸域の

安全を考えるためには、包括的災害リスク管理

の構築の必要性の説明がありました。特に、東

日本大震災で顕著になった津波火災が、南海ト

ラフ大地震のあと、大阪湾においては、予測さ

れている石油コンビナートからの大量の流出油

によって、拡大される危険性が高く、陸域、海

域、空域へ影響が及び、市民の生命・財産、

陸・海・空の物流、都市・工業機能、復旧・復

興活動に大きな障害になることが説明され、包

括的災害リスク管理にためには、どのような検

討が必要か、問題が提起されました。 

 各パネリストから、その問題に対して、意

見が出されました。吉江宗生氏（当法人 理

事）のメモをもとに以下に纏めました。 

 最一のパネリストからは、「ステークホル

ダーが集まっていきなりやるとまとまらない。

ＰＤＣＡを回しながら訓練を行うやり方にすべ

きである。」という意見が出されました。 

 第二のパネリストからは、「全体の問題の

中で液状化対策は小さいが、それでも3者（行

政、企業、住民）でやらないといけなくて、縦

割りの壁は感じる。国は予算があるが、民間が

やるとすると資金がないという壁がある。今回

はＳＩＰで縦割りをなくそうという枠組みで少

しいいが、内閣府のリーダーシップは弱い。た

だ、事業者も本気で考えていることはわかっ

た。リスクの開示は大変難しいことだと思

う。」という意見が出されました。   

  

堺泉北港の概況（11か所の大型タンカーバー

ス、危険物積載船隻数、危険物荷役量など）、

船舶の津波避難の備え、港湾等における船舶津

波対策の策定に資するための津波防災情報図

（最高潮位と最低潮位の2種類）及び津波到達時

間、最高水位、最大流速、流速２ノット到達時

間から構成される津波シミュレーションマップ

の説明がありました。さらに、2013 年に堺泉北

港浜寺地区の企業 8 社により「堺・泉北船舶津

波減災対策検討会」が設置され、約 2 年間にわ

たる検討の後、大型危険物積載船の津波避難に

関する考え方、対応などを取りまとめた「船舶

津波避難ガイドライン」や「船舶津波避難マ

ニュアル（標準モデル）」が策定されたことが

説明されました。 現在も、定期的に協議を継続

し、津波来襲時に船舶、船員が安全に避難する

ための取組みを行っているとのことです。 

 最後に、「NTTグループが目指す統合リスクマ

ネジメントについて」という題目で、NTTセキュ

アプラットフォーム研究所の前田裕二氏から、

首都直下地震災害に対する通信面からの取り組

み、重要インフラ13分野におけるサイバーセ

キュリティの構築、縦割り組織となっている大

企業や老舗企業におけるリスクマネジメントの

現状と課題、この問題を解決する国際基準に基

づく統合リスクマネジメントのコンセプトとそ

の支援システムの説明がありました。   



 である。しかし、油が出た時はそれが火災被

害にどの程度影響を及ぼすのか定量的なリスク

評価が必要である。災害が起きる確率からかけ

るべき予算を考えていくのが本来のリスク評価

だと思う。」という意見が出されました。 

 第六のパネリストからは、「物資輸送の優

先順位は実は低いかもしれないと思う。今まで

物資がなくて亡くなった事例を聞いたことがな

い。物資は落ちついてからのテーマかもしれな

い。しかし、東京のように1000万人となると輸

送し続けられるかどうか分からず、疎開という

手段も必要なのではないか。自治体にシミュ

レーションを売り込んでも使ってもらえない。

10年来の研究成果だが、結局物流は民間のする

ことだから、という雰囲気が強いせいではない

か。」という意見が出されました。 

 フロアから、「縦割り行政の壁についてひと

つの疑問があります。油濁については海と陸で

法的にわかれていて、海は海上保安庁、陸は消

防庁と聞いている。」という質問が出されまし

た。それに対し、第三のパネリストからは、

「所管が分かれているのは、隙間なく責を負う

ということでもあります。何かやらなければな

らないという気持ちは強くて、案外お互いに仕

事を取り合うようなところがあります。」とい

う返答がありました。第五のパネリストから

は、「大阪府は石油コンビナートの所掌がある

はずだ。防災本部には各省庁が集まって連携す

ることになっているはずである。」との返答が

ありました。コーディネータからは、「石油コ

ンビナート等災害防止法（石災法）と海洋汚染

及び海上災害の防止に関する法律（海防法）で

は、自然災害に起因する損害に対する賠償責任

保険の免責対象が異なり、石災法では免責対象

であるが、海防法では免責対象外となり、石災

法では企業側の負担が莫大になりかねない。こ

れが企業側のリスク開示が進まない原因ではな

  

 第三のパネリストからは、「今回、同じ課題

に立場の違う人たちの話が聞けました。いろい

ろな協定がたくさんあり、重なり合っていて、

誰が船頭なのか不在な気がするが、ＮＴＴの言

うシステムが動くかどうかも疑問ではある。互

いに分かり合えていないということが課題では

ないか。実験を行うのに企業名が出せない、リ

スクの情報開示ができない、互いに情報がな

く、適切な対処ができないというような状況

で、解決の難しさを感じる。」という意見が出

されました。 

 第四のパネリストからは、「住民の立場とし

て、漠然とした不安がある。地元としてどうし

たらいいかわからない。高知では30ｍの津波が

予想され、タワーがたくさんできて、あれに登

ればいいんだと思って安心したと聞いている。

コンビナートは爆発とかガス漏れとかで、その

時どうすればよいのかわからない不安があるの

で、情報を出すべきだと思う。愛知県でも企業

任せの対策になっていて、四日市のコンビナー

トは危険だと思うが、三重県なので愛知県の対

策には入っていない。」という意見が出されま

した。 

 第五のパネリストからは、「コンビナートは

いろいろな人が絡んでいて難しいと思っていた

が、改めてそれを認識した。リスク評価は狭く

考えれば確率×価格でどうするかという議論で



  

  

いか。」と指摘がなされました。 

 フロアから、「改めて石油コンビナートの困

難さが分かった。高石市は目前がコンビナート

なのに市では担当職員が減ったりしている。情

報開示もあいまいで、実務に住民は関われな

い。国家備蓄ならまだしも、民間備蓄というこ

ともある。」という意見が出されました。それ

に対して、第一のパネリストからは、「標準化

を内閣府でやっているが進まない。岩手大学で

教育システム、関西は神戸大学で教育プログラ

ムを実施している。うまくいっているところは

自衛官ＯＢなどを指導者に雇用している。」と

いう返答がありました。フロアから、「津波対

応として、水門は高石市の所掌になる。コンビ

ナートは大阪府である。港湾局は所管ではない

が、常にwatchしている。防潮ラインから海側に

も人は住んでいるので、住民に情報開示してい

る。」という返答がありました。コーディネー

タからは、「東北大震災の際に、久慈国家石油

備蓄基地（備蓄容量175万kL）の地上設備は津波

によって壊滅的被害を受けたが、地下の岩盤タ

ンクは関係者の努力によって辛うじて被害を免

れた。」また常に動かしながら改善するPDCAが

重要である。たとえば静岡では町内会で防災訓

練をやっている。こうした活動が重要であると

いう意見が出されました。 

 



り、諸外国の情報収集や国際的な共同研究への展

開も目指しているところである。 

 筆者の専門は土木工学の一分野である海岸工

学であり、津波防災や高潮防災を研究の対象とし

ている。土木分野の防災研究者が防災を見る視点

は、どちらかというと、行政寄り、市民寄りであ

る。国や地方自治体の防災はどうあるべきか、地

域の防災力の向上には何が必要か、などに関心を

持っている場合が多い。筆者も同様で、これまで

産業防災について考える機会はあまりなかった

が、先の東日本大震災では、大規模な自然災害に

よって特に危険物を有する事業所からの発災が周

辺地域に大きな影響を及ぼすことが明らかになっ

た。その最たるものは福島原子力発電所の事故で

あるが、気仙沼でも事業所等から流出した油によ

り大規模な火災が発生した。来るべき南海トラフ

寄稿文 「産業防災と地域防災の狭間」  

青木伸一  

 NPO法人産業防災研究所 副理事長 

大阪大学工学研究科教授（石油コンビナート防災研究イニシアティブ代表）  

 筆者は、現NPO法人産業防災研究所理事長の加

藤先生が2014年に大阪大学で立ち上げられた

「石油コンビナート防災研究イニシアティブ」

の代表を、今年度から引き継いでいる。大阪大

学工学研究科では、従来の学問分野の枠を超え

て本学がイニシアティブをとる連携融合型の研

究拠点を目指し、いくつかの先進的な研究組織

を立ち上げており、「石油コンビナート防災研

究イニシアティブ」もその１つである。同イニ

シアティブでは、海洋、船舶、土木、火災など

を専門とする研究者が集まり、自然災害による

大規模工業地帯の災害の発生メカニズムとその

周辺への影響について研究するとともに、その

影響を最小限に抑えるために陸と海の両面から

の対策を総合的に検討している（図-1）。さら

に研究活動の一環として、これまで産業防災に

関する２回の国際ワークショップを主催してお

       図-1 石油コンビナート防災研究イニシアティブの概要 



ty Plan）あるいは地域連携BCPなどと呼ばれてい

る1), 2)。さらに、これらを地域防災に適用した

地域継続計画(DCP: District Continuity Plan)

3)や市町村地域継続計画(Municipal Continuity 

Plan)4)といった概念も提案されている。 

 一方、地域防災計画における企業（特に危険

物を取扱う企業）の位置付けは明確でなく、具体

的に企業の災害リスクを住民にオープンにした上

で地域ぐるみで取り組んでいる例は、わが国では

ほとんどないと思われる。この背景には、企業が

原因となって周辺地域に発生した被害に対して、

当該企業の責任がどの程度まで及ぶのかという責

任範囲が不確かである点が大きいのではないかと

思われる。特に通常の防災対策では防ぐことが困

難な大規模自然災害に対してまで、あえてリスク

を公表するメリットが企業側にない。また、営利

企業である以上、防災対策に巨費を投じるわけに

もいかないといった事情がある。一方、東日本大

震災後、わが国は津波防災に対して２段階の対応

を取ることを基本としている。すなわち、数十年

から百数十年に一度発生するような津波（レベル

１津波）に対してはハード（防潮堤等）で防御す

ること、それを超える規模の災害に対しては、ソ

フト防災（避難等）を対策の中心に据えることと

し、考えうる最大クラス（レベル２）の津波に対

してソフト防災の目標を置くことにしている。こ

うすることにより、住民にハードの防護レベル

（防護限界）を明示することができ、住民の自主

的な避難を促すことが可能となる。筆者は、これ

と同様の対応が営利企業でも取れるような仕組み

作りが必要ではないかと考えている。ただし、原

子力発電所に防護限界を設定すること自体受け入

れられないであろうし、企業が発災元である以

上、あくまで企業側が責任を取るべきだとの意見

もあって当然であり、行政の２段階の防災をその

まま企業に適用することは簡単ではない。 

 以上のように、産業防災と地域防災の狭間を

地震・津波は、いわゆる太平洋ベルト地帯の人

口密集地域かつ日本の産業を支える臨海工業地

帯を襲う災害であり、さらに甚大な影響が予想

される。そのような目で都道府県や市町村の対

応をみると、臨海工業地帯からの発災のリスク

に対する評価や対応は甚だ心許ない点が多い。

油流出や津波火災などの危険性や対策の必要性

は指摘しているものの、具体的な取り組みが見

えていないのである。実際、筆者は臨海工業地

帯のすぐ背後に住んでいるが、発災時の対応に

ついては行政から明確なガイドラインは示され

ておらず、どのような状況が起こりうるのかと

いった情報も全く与えられていない。このよう

な、かつて例のない規模の災害に対して、企

業、地域行政、および住民がどのように向き合

い被害を小さくすることができるかを考えるこ

とは、都市域における今後の地震・津波防災対

策の最も重要なポイントではないかと思われ

る。以下では、あくまで私見であるが、産業防

災と地域防災の狭間にあるいくつかの問題点と

解決策について考えてみたい。 

 近年、産業防災（企業防災）において、事業

継続計画（BCP: Business Continuity Plan）の

重要性が指摘されている。被災後に企業がその

生産活動を速やかに復旧することは、被災した

企業や関連する企業にとってはもちろん、企業

で働く人々の生活や地域経済を復旧させる上で

極めて重要な要素である。しかしながら、企業

単独の努力ではBCPを達成することが難しいのも

事実である。発災時には災害情報の取得や従業

員の安全確保、被災後は生産活動に必要なサプ

ライチェーンの確保、ライフラインや道路・航

路の復旧など、BCPの達成には企業間連携や地域

連携が不可欠である。したがって、企業BCPを実

のあるものにするためには、個々の企業から企

業群、さらには周辺地域へと拡大していく必要

がある。このような取り組みは、BCPの発展型と

して、DCP（District-wide business Continui-
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埋めることは容易ではなさそうだが、企業側の

防災にとって地域との連携は不可欠であり、地

域とともに企業防災を進めたいという希望は強

いと思われる。一方、地域住民にとっても企業

の災害リスクをあらかじめ知っておき、避難等

に活かしたいという希望があり、この点で両者

の方向性は一致している。本来行政がその橋渡

し役を担うべきであろうが、行政区域の問題や

縦割り行政の問題など、それを阻むさまざまな

問題が横たわっている。そこで、NPOや大学がや

や客観的な立場から総合的な防災を提案し、企

業と住民の橋渡しをするとともに、行政への働

きかけを行うことができれば、産業防災と地域

防災の狭間を埋める役割を担うことができるか

もしれない。 

 常に様々なリスクと付き合っていかなければ

ならない現代社会では、社会システムとしての

リスク管理を成熟させることが重要である。そ

のためには、行政頼みではなく、企業レベル、

市民レベルでの連携した取組みが求められる。

このような状況の中で、NPOや大学の役割は決し

て小さくない。リスク社会を生き抜くためのリ

スク低減技術の研究開発は、大学における研究

の方向性として共通の軸になりうるし、大学の

様々な専門分野が連携し、社会のリスク低減や

リスク管理に取り組むことは大変意義がある。

また、NPOが核となって、企業、行政、市民が連

携した取組みを推進することができれば、地域

社会への貢献も大きいものになるであろう。 

 筆者も産業防災研究所の一員として、今後の

NPOの活動に期待している。  

図-2 地域住民との防災に関する交流会の様子

（木戸あきら市民交流会） 



 なテーマになりました。東日本大震災の時も

企業とコラボしてコンテナハウスを寄進しまし

たが、その設置場所を探して、宮城県の亘理町

から仙台を抜けて三陸海岸を石巻市、女川、南

三陸、陸前高田、気仙沼、を車で北上しまし

た。今回のシンポジウムの動画において気仙沼

の高圧ガスタンクの流出や海が燃えている夜の

景色には、高石市がそれ以上の災害を受ける可

能性があることを今更ながら思い知らされまし

た。気仙沼を訪ねておるのに気が付かなかった

不明を恥じいっておる次第です。 

 さて、当時、亘理町では、そこが福島第一原

発に近いこともあって、町に残った市民は放射

線被害を訴えながらも、宮城県産の農作物、魚

介類に、放射線が悪影響を及ぼしているといる

のではないかという風評被害を畏れ、現地に住

むことのつらさを内外に発信されないでいまし

た。しかし、その後、放射線にまつわる様々な

情報が錯綜し、それをきちんと整理し公表しな

い行政に対して地域住民の不満は膨らんでいき

ました。大災害に見舞われた地域の復興は、施

設や道路整備などお金で処理できるハード面は

かなっても、人々の心の復旧は、その解決に難

しい課題を残すものだということも改めて感じ

入りました。 

 加藤先生がいみじくもおっしゃっておられ

ましたように、「大規模な地震・津波による大

規模工業地帯への災害とそれに伴う油類の流出

の危険性を洗い出し減災対策をとることは緊急

の課題で・・・社会への影響が大きいにもかか

わらず分野間の考え方の違いから、これまで総

合的に取り組まれてこなかった・・・」ことは

よく理解できます。防災に携わる人はたくさん

いらっしゃいます。そして、その方々はそれぞ

れに組織を背負っています。組織の数が多いほ

寄稿文 「市民への啓発活動に期待して」  木戸晃（高石市議会議員）  

 加藤先生！特定非営利法人産業防災研究所の

設立を心からお喜び申し上げます！また８月２

日に開催されました、設立記念シンポジウム

「大阪湾沿岸域の安全をどう考えるか」に受講

する機会をいただき心から感謝申し上げます。

ご講演者の皆様方から拝聴しました各専門分野

の防災対策にまさに目から鱗が落ちる思いであ

りました。いよいよ私たち一般市民は自らにか

かわる情報はいただくのを待つのではなく、能

動的に取りに行かなければならないと確信した

次第です。それほど参加したことに意義があっ

た中身の濃い講演会でした。改めて加藤先生を

はじめ、ご講演くださった先生がた、並びにご

準備くださったスタッフの皆様方に心から感謝

申し上げます。 

 また、加藤先生には、設立記念シンポジウム

に先立ち、小職主催の「石油コンビナート防災

を考える！」と題しての防災講演会で、青木先

生、石丸先生とともに、高石市民ならびに堺市

民との質疑に応答願えましたこと、この場をお

借りして改めて御礼申し上げるものです。この

件につきましては後段で報告します。 

 さて、私が大災害を身近に感じ始めたのは、

1995年に発生しました阪神淡路大震災でした。

私は当時勤めていた企業の組合幹部をしていま

したので、組合員を組織して自転車隊を作り救

援物資を孤立している社員宅へ届けていまし

た。途中、公園に避難している方に物資を分け

てあげたら社員宅用の分がなくなって叱られた

ことや、大阪本町から神戸の青木まで自転車で

進むうち被害頻度がアップしていく中で青木に

ついた時には、まるで空襲にでもあったような

風景に、恐怖と怒りで胸が詰まったことを思い

出します。その日以来、防災は私の中での大き



部・石油コンビナートの防災は大丈夫？」から

この“地域住民に知らせる”際の問題点を提示

させていただきたいと思います。加藤先生、青

木先生、石丸先生のお陰をもちまして、この講

演会で用意しました定員100名の会議室はほぼ

満席でした。主たる講演者の青木伸一大阪大学

教授が繰り出すスライドを参加された人々は食

い入るように見つめていました。この講演会の

案内も3,000枚を不特定多数のご家庭（高石市

は全世帯数20,000戸です）に配布しただけです

から、高石市民の石油コンビナートの防災に対

する関心が高いことを再認識しました（同条件

なら私の議会報告会には１０名しか来ないで

しょう）。講演後に回収しましたアンケートか

らは、実情を知らされていなかったことへの怒

りよりも、知らしてくださったことへの感謝が

多くありました。 

 高石市は市域面積の40％を堺泉北臨海工業

地帯で占めています。そのうえ、高石市の海岸

線の３/4を覆う格好でこの石油コンビナートは

横たわっています。つまり仮に津波が高石市に

押し寄せてきたら、高石市の住居地域に押し寄

せる前に石油コンビナートを通過することにな

ります。「石油コンビナートに津波が浸水した

らどうなるのだろう。」市会議員の私でなくて

も高石市民なら一度は脳裏をかすめる問題で

す。 

 しかしながら、市民に状況を説明すること

に、行政は積極的ではありません。この市民交

流会を開催するに先立ち、高石市役所に断りを

入れましたら、「市民を怖がらせないでほし

い、こちらとしても懸命に対策を模索してい

る。」と、８月１日に熊本地震を教訓にした自

主防災をテーマにしたシンポジウムを予定して

いたこともあって、この市民交流会の開催を控

えてほしい様子でした。 

  

ど本来ならさらに有効な総合的な対策は打てる

はずですが、一方で、組織の利害を優先してか

えって総合的な対策が策定できないこともある

でしょう。よく理解できる人間に内在する問題

ですが、私は、人がその組織や他の団体への配

慮が過ぎて対応を誤り、いざ復旧の際に人の心

に新たな課題を残すことは避けたいものだと考

えていましたから、今回の設立シンポジウムに

おいて、各分野の先生方が一堂に集まり細部に

わたり研究されている状況を相互に確認できた

ことは、素晴らしい一歩だと思いました。消防

は消防だけ、企業による自主防災は自主防災だ

け、物流対策は物流対策だけ、そして行政によ

る管理手法は管理手法だけではなく、今後の防

災対策が点から線になり面になっていくことが

期待できるものでした。 

 防災には改めて莫大な財政的支援が必要であ

ることも理解しました。そして財政的裏付けが

取れないためにリーダとなるべき（制度上）大

阪府がイニシアティブをとれないでいることも

理解しました。日本国中がいつやってくるかわ

からない災害に備えたいと思っているわけです

から、国家としても石油コンビナートばかりに

支援はできないのかもしれませんが、そうであ

るならば、地域住民に最終求めることは自己責

任において“逃げる”、“とどまる”の選択を

してもらうしかないわけですから、彼らの自己

決定を補完するために防災関係に従事する人、

組織は、情報を逐一地域住民に提供することが

求められると思います。各専門分野の防災対策

をまとめる、そして一堂に会して総合的な対策

をまとめる、そしてそれを知らせると大きく３

段階があろうかと思いますが、地域住民に知ら

せるという最も難しい問題をどうクリアーして

いくかについてもご検討くだされば幸甚です。 

 先述しました木戸あきらの市民交流会「臨海   



す。もっと我々を信頼して正確な情報を知らせ

ててほしいものです。」 

 海水を相手にする避難訓練と石油を相手に

する避難訓練とでは、“押し流される”と“引

火する”という対策検討の想定段階で大きな違

いがあって、その訓練方法は全く異なります。

高石市では、東日本大震災の教訓のもとに民間

ビル管理会社と避難ビル提携をし、“上に逃げ

る”垂直避難を奨励していますが、加藤先生も

「大規模災害による臨海部石油コンビナートが

浸水し油が流出してきた場合にはあたりが火の

海になる避難ビルの使用は控えなければなりま

せん。」とはっきり指摘してくださいました。

高石市が推進している“押し流されることを防

ぐだけの避難訓練”だけでは、地域住民をミス

リードすることにもつながりかねません。その

意味からも、高石市にもっと発言できる権限

と、財政的支援を直接依頼できる仕組みとか付

与できるように制度の改革も必要ですが、まず

できることからと考えるならば、市民に対して

現状を素直に知らせることだと思います。 

 防災の主役は地域住民です。いくら研究を

重ねても、いくら対策を練っても、地域住民に

知らせないうちに彼らが災害に巻き込まれた

ら、今までの研究も対策もやってこなかったこ

とと同じであるということを、防災対策に従事

する皆様にわかっていただきたいと思います。

市民交流会の講演会で、加藤先生は「マグニ

チュード９クラスの東南海大地震が大阪湾を

襲ったら石油コンビナート内に海水は浸水する

可能性は高い。」とはっきり語っていただけま

した。市民は明確に実情を伝えてくだされば納

得できるものです。「レベル１ではなくレベル

２ですね、問題は。レベル２と放送があったら

鳳方面（高石市から東）に逃げればいいんや

ね。このことだけでも知らせていただけてあり  

  

 行政は常に市民から何らかの解決を求められ

ます。「害虫駆除してください。」「道路標識

を直してください。」「不審者見守りを強化し

てください。」これら市民の要求に対して行政

から発せられる答えは「いついつまでに伺い処

理します。」という明確な回答でなければ市民

は評価しません。この一種の答えを用意しなけ

ればならないという行政特有の仕事病は時に逆

説の習慣を生み出します。答えが出ていないも

のは、その質問が惹起されるであろう情報その

ものを知らせないという習慣です。石油コンビ

ナートは、大阪府の特別防災地域になってい

て、大阪府が管理責任者となっています。高石

市も担当者が会議に出席しますが、その地位は

あくまでオブザーバーにすぎません。また、自

治体として単体で独自対応できる財政的背景も

ありませんから、全く高石市は臨海工業地帯の

防災に対して能動的に動けない状況にありま

す。市民からの問い合わせに答えは出せません

から、高石市は高石市の防災対策からコンビ

ナートの防災に対する情報は外して公表し、そ

のもとで避難訓練をするという状況が生まれて

います。 

 結果、高石市民は石油コンビナートの防災に

関する情報はどこからも入らないので、多くの

市民は「大変なことになるんじゃないか」と気

にはなりながらも、近隣他市で行っている従来

型と同じ避難訓練に従っています。いわゆる助

け合い、自主防災組織が中心になる避難訓練で

す。高石市では、一般的な津波に対する避難訓

練はしていますが、津波に石油が流れこんだ場

合に備えての避難訓練はしていません。 

 今回、市民交流会に参加されたある自治会長

がこう言われました。「・・・石油コンビナー

トの防災抜きでは高石市の防災は考えらないこ

とだと確認できました。高石市は自治会に対し

てこんな情報はくれません。自己責任の時代で



 

  

がたいです。・・・となると東西に逃げていく

ための道路整備が必要やね・・・。」講演会後

こう話す一般市民は心優しき市民感覚を持って

いました。 

 行政、企業、そして研究者の皆様方には、こ

の市民感覚を知っていただき、想定外の災害が

押し寄せる時代だということは市民も理解して

いるので、仮に今答えがそろわなくても現状の

努力、問題点の開示さえしてくだされば市民は

納得してくださいますから、今からでも石油コ

ンビナートの防災対策を抜本的に見直していた

だきたいと思います。 

 最後になりますが、私事で恐縮ですが、私は

泉南市で介護施設を運営しています。施設所在

地は大阪湾岸から１KM内陸に入った海抜５M半の

ところに位置します。私は、いつも、仮に津波

が来てもここは3m程度の高い波が限度で、その

上、高石市のような石油コンビナートはないか

ら、車いすの入居者を4階まで垂直避難しておけ

ば津波については大丈夫・・・と、この施設に

いる私は泉南市の人間になっていますから平和

な気分でおりました。しかし加藤先生の「大阪

湾の沿岸域の安全をどう考えるか」に参加した

後、泉南市だから安心だという単純な防災意識

ではだめだとわかりました。 

 加藤先生、私のようなものでも、教えていた

だくと防災に対して甘い幻想を捨てて緊張感を

持って生活することができるようになります。

大変でしょうが、市民の啓発活動にもご尽力く

ださい。加藤先生のご活動がさらに多くの皆様

方に認知されますように微力ながらご支援させ

ていただきたいと思っています。ありがとうご

ざいました。 

 

                   以上   



3．研究会メンバー（(2016年8月30日現在） 

大阪大学石油コンビナート防災研究イニシア

ティブ 

  青木 伸一 教授、 

  加藤 直三  名誉教授、 

  鈴木 博善   准教授、 

  石丸 裕 特任教授、 

  向山 和孝   助教、 

  高木 洋平   助教  

京都大学防災研究所 

  Prof. Ana Maria Cruz 

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究

所 港湾空港技術研究所 

   藤田 勇 新技術研究開発領域長、 

  高川 智博 津波高潮研究グループ長、 

 千田 優  津波高潮研究グループ 研究官 

 

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究

所 海上技術安全研究所 

 城田 英之 海洋環境評価系 環境影響評価  

              研究グループ グループ長 

   

（オブザーバー） 

大阪府政策企画部危機管理室 

  南 隆雄 消防保安課保安グループ課長補佐  

国土交通省近畿地方整備局  

  平井 洋次 港湾空港部港湾空港企画官  

大阪府港湾局 

  中田 憲正 次長  

大阪市港湾局（交渉中） 

海上災害防止センター（交渉中）  

 「石油コンビナート防災対策技術研究会」設置について  

1.研究会の目的 

 2011年3月11日の東日本大震災では、大規模な

津波によって工業地帯の油貯蔵施設から大量の

油が流出し、火災津波を拡大し、気仙沼市街地

は全焼しました。今後，南海トラフ大地震とそ

れに伴う津波の発生が予測され，東京湾，伊勢

湾，大阪湾では大規模工業地帯への災害とそれ

に伴う油類の流出が懸念されています。特にそ

の後に発生する危険性が高い津波火災は、その

被害を増大させます。このような大規模な地

震・津波による大規模工業地帯への災害とそれ

に伴う油類の流出のリスク評価を行い、その減

災対策を取ることは緊急の課題であるといえま

しょう。 

 この研究会は，特定非営利活動法人・産業防

災研究所の中の組織として設置し、多方面の研

究者・技術者等と連携して、大規模な地震・津

波による、現時点では免れない油類流出被害の

リスク解析とそれを軽減する具体的な新技術の

検討をソフトとハードの両面から行うことを目

的とします。発災メカニズム、震災規模と、油

類流出および汚染・火災の発生シナリオ、被災

マップの作成、これらへの対策技術の検討・提

案とその効果予測を扱います。 

2.具体的な活動内容 

 東日本大震災等に学ぶ地震・津波による油類

流出メカニズムの分析（油類タンクの破壊・漂

流、パイプライン破壊、船舶の漂流と衝突な

ど）、火災発生メカニズムの分析、背後域への

影響（油類の漂流、火災発生と延焼）の評価、

船舶の避航挙動解析、各種対策技術（各種施

設・構造物の破壊防止、漂流油類の防除、火災

発生と延焼の防止、船舶の衝突回避など）につ

いて、ワーキング グループを作り、検討を行

います。 

 



６．研究会の運営(2016年8月30日現在） 

1)研究会メンバーについて、必要に応じて、追

加を行います。 

2)研究会の検討内容を非公開にするかどうか、

研究会メンバーの中で議論をした上で、決めま

す。 

3)オブザーバーは、会議で意見を述べることは

できますが、議決権はありません。また会議の

議事録の参加者リストに、オブザーバー参加者

として名前を掲載するかどうか、研究会の中で

議論して決めます。 

4)研究会の会議は、5の当面の研究目標に対し

て、3年間を目標に、1回/月~1回/3か月の間隔

で開催し、最後に報告書を作成します。また1

年毎に、中間報告書を作成します。2の具体的

な活動内容については、最初に3年間の研究成

果を見て、計画を策定します。 

5)研究会は、早い時期に、研究資金を得る試み

を行います。 

6)研究会の運営事項について、必要に応じて、

追加・訂正をします。  

  

４．研究会事務局 

  特定非営利活動法人産業防災研究所 

５．当面の活動目標 

 分散剤の自動散布システムの検討 

 南海トラフ大地震とそれに伴う津波の発生に

よって、石油コンビナートの石油タンクからの

油流出を想定した場合に、流出油は広範囲に市

街地や沿岸に拡散し、そこに津波火災が発生す

ると甚大な被害になることが想定されます。こ

の減災法の一つとして、津波来襲時に自動的に

分散剤が散布される装置を石油タンクのまわり

に配置して、漏油の際に油類に分散剤が混交す

るようにし、海面の油類の燃焼リスクを軽減す

ることで、津波火災による被害を低減すること

を検討します。検討事項として、 

1)南海トラフ大地震とそれに伴う津波の発生に

よって起きる石油コンビナートの石油タンクか

らの流出油の拡散範囲の特定 

2)津波火災が発生した場合としない場合の損害

額の算定 

3)分散剤などによる火災被害低減効果の基礎実

験 

4)分散剤などの自動散布システムの設計 

5)分散剤などを散布した状態での流出油拡散の

シミュレーション技術の開発 

6)分散剤などを散布した状態での流出油の火災

のシミュレーション技術の開発 

7)流出油の回収技術の検討 

8)その他 

 


